





A Study on the Issues of Structurization for Local Government 
- Analysis of Interview Investigation by the Pioneer Local Government -
Mayumi  SATO
要旨












キーワード：子ども家庭福祉行政実施体制(Child and Family Welfare Administration System)、要保































































厚生労働省が要対協の先駆的自治体として平成23年 4 月までに報告書等で紹介した 2 市、子ども家庭
福祉の社会的養護サービスの現場経験者より平成23年 5 月の段階で、社会的養護の資源やショートステ

































ラベル数 グループ編成の推移 小グループ表札 中グループ表札 大グループ表札























(3) ケースマネジメントのためのリスクアセスメントの必要性 2  発見、進行管理の
手法(4) 見えにくい事例の支援のための専門的スーパービジョン












(14) 子どもの成長に応じた支援、役割の変化に対応すること 6  発見後の専門的、
連続性のある支援(15) 市町村が発見した子ども、家庭への治療的かかわり
(16) 支援が必要なのは子どもでなく親
(17) 市町村にない社会的養護の施設と契約してサービスを確保する 7  社会的養護サービ
スの理解と活用 Ⅲ家庭支援の方法(18) 社会的養護という資源の理解と所在の把握
(19) 子育て支援サービスやレスパイトなどきめ細かな資源を持つ
(20) 法･医学の専門家やSVを都道府県か広域で確保する 8  国と都道府県の後
方支援(21) 国や都道府県による人件費補助の必要性












































































































































































中グループ表札は、｢1 人材の確保、配置、育成｣、｢2 発見、進行管理の手法｣、｢3 関係機関、担当者
のサポート体制｣、｢4 庁内の理解と協力｣、｢5 家庭に対するアセスメント｣、｢6 発見後の専門的、連続
性のある支援｣、｢7 社会的養護サービスの理解と活用｣、｢8 国と都道府県の後方支援」、｢9 市町村が体
制整備の要求をするための根拠と方法｣ の 9 項目が得られた。
③大グループ表札
大グループ表札は、｢Ⅰ 市町村の役割強化に見合う体制強化の必要性と方法」、｢Ⅱ 家庭への支援」、
｢Ⅲ 家庭支援の方法｣ の 3 項目が得られた。
(4) B型文章化
A 型図解化によって、まず ｢(24)子どもの一生にかかわる体制は、今のままではできない｣ という大
きな問題が提示された。これは大きく 2 つのことを示唆しており、 1 点目は ｢なぜそうなったか｣ という






















さらに、家庭への支援の必要性とともに、その ｢Ⅲ 家庭支援の方法｣ が課題になる。その方法は発見





解決策の 2 つ目は、｢Ⅰ 市町村の役割強化に見合う体制強化の必要性と方法｣ を確立することである。
まず、｢(9)事例検討会や研修会など役割強化に見合う体制強化｣ が課題とされている。
次に、｢1 人材の確保、配置、育成｣ が挙げられ、｢(1)市町村における人材育成｣ と ｢(2)専門性のあ
る相談のための人材配置や確保｣ の必要性が示されている。市町村の役割強化とともに導入された要対協
についても、｢(11)要対協の強化｣ としてその機能強化や財政的な補助が課題となっている。
3 つ目に、｢3関係機関、担当者のサポート体制｣ が挙げられ、断続的に関わり続ける ｢(5)担当者のサポー
ト体制｣ と ｢(6)市町村が関係機関を支援する力量をつけるためのスーパービジョン｣ が課題である。
4 つ目に、｢(3)ケースマネジメントのためのリスクアセスメントの必要性｣ と ｢(4)見えにくい事例へ
の支援のための専門的スーパービジョン｣といった｢2 発見･進行管理の方法｣の必要性が挙げられている。
これらを進めていくために大きく影響を与えるのが、｢4 庁内の理解と協力｣ であり、ひとつは ｢(7)
福祉以外の部門の理解や協力関係｣ であり、もう一つが ｢(8)管理職に専門職を配置する必要性｣ である。
④国や都道府県からの後方支援とそれを引き出すこと
先述の②や③の構造は重要であるが、同時に ｢ 8 国と都道府県の後方支援｣ も重要な課題となる。
市町村で確保しづらい ｢(20)法･医学の専門家やSVを都道府県か広域で確保する｣ という人的な側面、
｢(21)国や都道府県による人件費補助の必要性｣ という財政的な側面の課題がある。これらは、｢Ⅱ 家庭
への支援｣ や ｢Ⅲ 家庭支援の方法｣、｢Ⅰ 市町村の役割強化に見合う体制強化の必要性と方法｣ において、
体制強化のための後方支援として必要性が示唆されている。
一方、これらの後方支援は自然に発生するものともいえず、引き出す必要があることもまた示唆されて







B 型文章化により、まず ｢子どもの一生にかかわる体制は、今のままではできない｣ 理由を記述してき
た。これまで、先行研究によって示されてきた都道府県と市町村の連携に係る市町村の課題では、例えば
児童相談所との協働によるノウハウ伝授の必要性や、ノウハウ伝達の方法を持つことなどが ｢連携｣ とし
て示されてきた（佐藤2010a）。しかし、本研究によって児童相談所との連携はただ単にノウハウ伝授の
ための協働や後方支援として必要なだけでなく、福祉サービス利用に対する価値観の変化やサービスの普
遍化の問題をどのように受け止め、サービスを提供する体制をとれるかといった課題が背景にあることが
明らかになった。
しかし、社会全体の価値観の変容には、制度そのものがついていかねばならない。子ども家庭福祉に携
わる関係者や自治体の努力ではどうにもならない課題をそのままにしておいては、体制再構築は困難であ
る。まだ、市町村で解決できる課題と、市町村レベルでは解決できない課題とが混在している。体制再構
築にあたっては、そういった課題を選り分けていくことも大きな課題となる。
先駆的自治体では、市町村の役割強化が行われた法改正以降に、市町村の相談の対象が動機付けのない
家庭も含むように変化したこと、財源や人材に対する手当てがないまま体制を作らなければならないとい
うことに対する負担感と不公平感を感じながらも、児童相談所の持っているノウハウと専門性、スーパー
ビジョン体制を活用するために連携、協働することの必要性を示唆していると考えられる。
児童相談所では、もともと支援の必要性を感じていない親、子どもを含む支援困難で措置が必要なケー
スを主に担当してきた。市町村では、いわゆる子育て支援サービスを中心に寄り添う立場で支援を提供し
てきたが、乳児家庭全戸訪問事業や乳幼児健診など全体へアプローチする事業を通じて、措置まで至らな
くても重点的に相談支援が必要な家庭を早期発見し、支援を開始する機会が増えた。しかし、市町村では
専門職自体が少ないことや、そうしたケースへ関わる際に支援の内容等についてスーパービジョンを受け
る体制に乏しく、スーパーバイザーを確保すること自体に困難さを抱えていることが明らかになった。す
なわち、現状では市町村には関係機関、担当者のサポート体制を十分に確保できないということである。
そのため、専門性を備えた児童相談所との協働が重要であると考えられているといえよう。
都道府県と市町村の連携という言葉はよく用いられる言葉であるが、これが求められる背景を提示する
ことで、なぜ連携が必要であるのかをより深く理解することができる。
(2) 家庭への支援と社会的養護サービス
これまで、市町村の課題が述べられる際は、現場の感覚や伝聞であることが多く、内容としても人材や
ノウハウの問題、財源の問題、専門性の問題などが中心に示されてきた。平成18年に市町村の課題を筆
者が調査した際、子どもと家庭に適切なサービスを提供するなど市町村の支援に実効性を持たせることが
できるための一つの課題として、｢家庭の力を育てること｣ が初めて明らかになった（佐藤2010a）。本研
究では、その家庭への支援に関する課題が 2 つの大グループとなり、市町村の役割強化に見合う体制強化
の必要性と方法と並んで示されていることが特徴である。
つまり、これまで先行研究で指摘されてきた先述の課題のように、市町村の体制を整えるための課題と
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同時に、家庭への支援を強化するためのアセスメントや全体への支援から要支援児童、家庭を発見した後
の専門的で一貫した支援をするという課題があることが明らかになった。先駆的自治体では鮮明にこの 2
つの課題が提示されており、この 2 つは市町村の実施体制を考えていく際の柱であり、市町村中心の体制
を前進させることを考えていく際の車の両輪であると考えられる。
子育て支援サービス自体は、平成21年度に子育て支援事業が新たに追加される形で児童福祉法上に法
定化され、子ども ･ 子育て新システムによりメニューも拡充されるが、家庭への支援を考えた際には、メ
ニューの拡充のみならず、発見後にそれらを必要とする子ども ･ 家庭に対し、適切でかつ柔軟にサービス
を提供できるよう用意しておく必要があるといえる。
本研究では、家庭支援の方法があわせてグループ化された。この方法に、先述の子育て支援サービスや
レスパイトサービスのように、市町村によるきめ細かな支援を可能にするための資源を持つことが示され
ていた。ここまではこれまでの先行研究や筆者の研究においても指摘されてきた。
しかし、子育て支援サービスと同時に、市町村において社会的養護サービスという資源の理解と活用が
必要であること、子育て支援サービスやレスパイトなどきめ細かな資源を持つことが必要であることが示
され、子育て支援のみでは支援が難しい子ども ･ 家庭への支援に例えばショートステイ事業を活用し、子
どもとの距離を適切にとれるよう支援したり、子どもとの関わり方の見本を示したりしながら、その親、
家庭なりに子どもを育てることができるように支援する方策も準備しておく必要があるということである
と考えられる。市町村が受け付ける相談の中には、一時保護や措置の必要はなくてもその状態に近い対応
が必要な場合もあるということが推察される。今後は、子育て支援と社会的養護の中間的なサービスとし
て、ショートステイ事業や児童家庭支援センターの宿泊機能などを活用することも検討されるべきである。
(3) 市町村の役割強化に見合う体制強化の必要性
これまで、市町村の役割強化はなされても、例えば要対協の強化事業として補助金が出されても、体制
を整えられるほどの投資はされてこなかった。本研究では、その実態が要対協の強化として指摘され、要
対協の活用のために財政的支援が必要であることがわかる。また、事例検討会や研修会の体制がないこと
が示されており、このことは、当然ノウハウや専門性の蓄積を困難にしていると理解できる。また、筆者
は連続性、一貫性のある支援の必要性をこれまで述べてきたが、成長とともに所属する機関、関わる大人
が変わる子どもへの支援ができる体制を組んでおく必要性が指摘された。そのためには、長期的に見て変
化が予想されるケースはできる限り要対協で扱い、定期的に個別ケース検討会議を開催し、情報の共有を
することが求められるといえる。
人材確保の問題は従来から指摘されてきたが、専門性のある相談のための人材配置の工夫や確保のほか、
市町村において人材育成をすることも課題だと考えられていることが明らかになった。地域に点在する資
源を子どもや家庭とつなぎ、援助機関や資源同士を結びつけていくためのソーシャルワークのできる人材
である。そのためには行政職のように度々異動があっては育成されない。そのため、一定の基準による専
門職採用で、配置の工夫をする必要があるといえる。
また、児童相談所においても担当者のバーンアウトや職員のサポート体制の問題を抱えているが、市町
村においても相談対応をする担当者を支える体制が脆弱であることが示され、ケースマネジメントのため
のスーパービジョンとともに、職員の支援のためのスーパービジョン体制も事例検討会のような形で整備
することも考えなければならないといえる。
上述の考察(1)(2)(3)で述べてきた体制を整備するためには、コアな関係者だけでは難しく、そのため
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に庁内の理解と協力が不可欠となる。福祉部門以外の人事や企画を担当する部門の理解を得ることは、人
材配置の問題に対応するためにも必要である。さらに、現場が柔軟に対応できる体制をとるためには、管
理職に実情を正しく認識し理解してもらう必要があり、筆者もこれまで上司の理解の大切さを指摘してき
たが、具体的に、そのポストに専門職がいることで理解を促すような体制があってもよいと考えられた。
(4) 国や都道府県からの後方支援
筆者はこれまでの研究において、市町村で解決できる課題と、市町村レベルでは解決できない課題があ
ることを指摘してきた（佐藤2010a）（佐藤2010b）。市町村が体制を整備するための努力をしても、人材
や研修体制の確保、専門性の蓄積など、とりわけ人的な側面と財政的な側面での後方支援が非常に重要で
あるということである。
役割強化に見合った体制整備が必要であるにも関わらず、要対協についても十分な手当がなされないま
ま不公平感や負担感を感じることになる背景には、この後方支援の問題がある。本研究を通して、後方支
援には2つの意味合いがあると捉えられた。すなわち、①児童相談所と市町村間のノウハウ提供、協働と
いう意味での後方支援、②枠組み作り、体制整備のための人的、財政的補助という意味での後方支援であ
る。これは、できるだけはっきりと区別して使うべきである。
また、先駆的自治体の担当者らは、後方支援を引き出すためにその要求をする根拠と方法の必要性を指
摘しており、今後は市町村における実践と学術研究とが連動し、必要な根拠を示すことによってソーシャ
ルアクションを起こすことも求められる。
以上が、先駆的自治体のインタビューの分析を通じた現在の市町村における体制再構築の課題と考察で
ある。
６．残された課題
本研究は質的研究により、市町村における課題を提示してきた。筆者の先行研究で既に数量的に分析し
てきた市町村の課題と、本研究によって得られた課題を統合化して、それを改めて数量的に分析すること
が残された課題である。
謝辞： この研究の成果は、業務多忙にも関わらず研究へ理解を寄せてくださった先駆的自治体の担当者の
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